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-
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- 70 70 90

　 0006

年度30

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度 27年度活動見込

インターネットバナー広告表示回数
活動実績 回 - 13,500,000 21,423,076

当初見込み 回 - - - -

- - -

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度 27年度活動見込

広告を掲載した新聞媒体数
活動実績 紙 - 49 74

当初見込み 紙 - - - -

27年度活動見込

パンフレットの配布部数
活動実績 部 - 348,858 120,099

当初見込み 部 - 892,300 3,613,000 500,000

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度 27年度活動見込

違反事例パンフレットの配布部数
活動実績 部 - - 305,550

当初見込み 部 -

平成２７年度行政事業レビューシート 公正取引委員会

執行額

0 112 116 64.7 142.4

70 72

執行率（％） - 63% 62%

平成２５年度
事業終了

（予定）年度
平成３０年度

活動実績

活動指標

％

翌年度へ繰越し -

計

116

主要政策・施策

12 150

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度

説明会の開催及び事業者団体主催の説明会への講師
派遣回数

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）
- 424 89

- - - -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税
の転嫁を阻害する行為の是正等に関する特別措置法
第14条

関係する計画、
通知等

・社会保障・税一体改革大網（平成２４年２月１７日閣議決
定）
・消費税の円滑かつ適正な転嫁・価格表示に関する対策
の基本的な方針（中間整理の具体化）（平成２４年１０月２
６日消費税の円滑かつ適正な転嫁に関する対策推進本部
決定）

実施方法

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

-

-

-

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 112

その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　今般の消費税率の引上げに当たって，中小事業者等に不当に不利益を与える消費税の転嫁拒否等の行為を未然に防止するため，消費税の円滑かつ
適正な転嫁の確保のための消費税の転嫁を阻害する行為の是正等に関する特別措置法（以下，「法律」という。）の内容などの説明会の開催，パンフレッ
トの作成・配布，新聞広告やインターネット広告等による広報活動等を行うことにより，消費税の円滑かつ適正な転嫁を図る。

前年度から繰越し - -

事業番号

消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保に係る事業者向け広報等 担当部局庁 経済取引局取引部 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 取引企画課 石谷　直久

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名 ④消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保

主要経費

27年度

-

-

説明会参加者の満足度

-

86

27年度活動見込

100％-

回

成果実績

目標値

260

単位

100％

24年度 25年度 26年度

26年度成果指標 単位

％

- -

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　本事業では，以下のような事業などを実施する。
　　①　法律などについて周知徹底を図るため，説明会を開催（移動相談会も併せて開催）するとともに，事業者団体等が主催する説明会に講師を派遣す
る。
　　②　法律の内容やガイドラインなどについて事業者向けに分かりやすいパンフレット等を作成・配布し，周知を行う。
　　③　法律などについて周知徹底を行うとともに，消費税の転嫁拒否等の行為について厳しく監視する姿勢を示すために，新聞広告やインターネット広告
等を実施する。

目標最終年度

- -

64.7 142.4

-

24年度 25年度

-

平成３０年度に９０％以上と
なるようにする。

達成度 ％

当初見込み

回

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標



単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

広告掲載に係る費用　／　インターネットバナー広告表
示回数

単位当たり
コスト 円／回 - 0.5 0.5 -

計算式 円／回 -
7,350,000

/13,500,000
11,080,800
/21,423,076

-

消費税転嫁等対策業務庁
費

3.7

138.7

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

広告掲載に係る費用　／　広告を掲載した新聞部数

単位当たり
コスト 円／紙 - 326,100 408,887 -

計算式 円／紙 - 15,978,900/49 30,257,611/74 -

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

違反事例パンフレットの作成・印刷・発送に係る費用
／　印刷部数

単位当たり
コスト 円／部 - - 10 -

計算式 円／部 - -
3,544,560
/335,550

-

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

説明会の開催及び事業者団体主催の説明会への講
師派遣に係る費用　／　開催回数及び講師派遣回数

単位当たり
コスト 円／回 - 14,097 14,917 -

計算式 円／回 - 5,977,202/424 1,327,611/89 -

60.9

6,850,823
/500,000

-

24年度

費　目

計 64.7 142.4

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

消費税転嫁等対策業務旅
費

3.7

単位当たり
コスト --

単位

円／部 -

27年度見込

13.7

パンフレットの作成・印刷・発送に係る費用　／　印刷
部数

26年度

計算式

-

・消費税転嫁等対策業務庁費について
　　・メディア広報の拡充分等として77.7百万円増（「新しい日本のための優先課題推進
枠」）

-

円／部単位当たり
コスト

算出根拠 25年度



事業所管部局による点検・改善

　　違反事例パンフレットの作成に当たっては，効率的な
事業の実施を図るため，入札等を行うことで，コスト削減
を行うとともに，メディア広報の実施に当たっては，効果的
な事業の実施を図るため，企画競争を実施することによ
り，支出先を選定している。

国
費
投
入
の
必
要
性

　消費税率１０％への引上げ時期が延期されたことに伴
い，当初予定していた活動が実施できなかったため，不用
率が大きくなっている。
　また，違反事例パンフレットの印刷については，昨年度
と同様に他省庁に電子データを提供して他省庁から各所
管団体等に対し配布されることとなったことなどにより，印
刷部数が少なくなったことから不用率が大きくなっている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

経済産業省中小企業庁

○
関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

　今般の消費税率の引上げに際し，中小事業者等を中心
に消費税を価格へ転嫁しやすい環境を整備していくことが
極めて重要な課題になっており，閣議決定で設置された
消費税の円滑かつ適正な転嫁等に関する対策推進本部
から，消費税の転嫁対策等についての理解を深めてもら
うための各種メディア・媒体を活用した広報や説明会の開
催などが求められており，優先度の高い事業である。

　違反事例パンフレットの作成に当たっては，効率的な事
業の実施を図るため，入札等を行うことで，コスト削減を
行っている。
　また，メディア広報の実施に当たっては，効果的な事業
の実施を図るため，企画競争を行っているが，価格面に
ついての審査項目を設定した上，他の審査項目の２倍の
点数で設定することにより，コストを重視している。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

　公正取引委員会においては，転嫁対策特別措置法のう
ち，消費税の転嫁拒否等の行為の是正に関する特別措
置及び消費税の転嫁及び表示の方法の決定に係る共同
行為に関する特別措置に特化した広報を行うこととしてい
る。他方、中小企業庁においては，転嫁対策特別措置法
も含めた政府の講ずる転嫁対策全般についての広報を，
中小企業，小規模事業者に向けて行うこととしている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

　事業の実施に当たっては，消費税の転嫁拒否等の行為
の未然防止という目的のため，真に必要な施策について
実施し，より効果的かつ低コストで実施するために入札等
により支出先を選定した。

　消費税率１０％への引上げ時期が延期されたことに伴
い，実施できなかった活動もあったが，消費税率８％引上
げ後に新聞広告やインターネット広告等による集中的な
広報事業，消費税転嫁対策特別措置法が施行されてから
の違反事例をまとめたパンフレットを作成・配布を実施し，
有効な消費税の転嫁拒否等の行為の未然防止を図る周
知を行った。

　パンフレットについては説明会等や事業者団体等の研
修において使用されるなど，十分に活用されている。

　違反事例パンフレットの作成に当たっては，入札仕様書
作成前に配布先に対し，必要部数の確認を行うことで，無
駄な印刷を行わないようにし，コスト削減や効率化を行っ
た。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

　今般の消費税率の引上げに際し，中小事業者等を中心
に消費税を価格へ転嫁しやすい環境を整備していくことが
極めて重要な課題になっているところ，消費税の円滑か
つ適正な転嫁を確保する観点から，法律が成立し，同法
において，国は，消費税の円滑かつ適正な転嫁に関する
取組について，徹底した広報を行うことが定められている
ところである。

　法律の広報活動の実施に当たっては，法律を所管し，
調査や指導等の中心となる公正取引委員会（国）が直接
行う必要がある。また，移動相談会は，転嫁拒否等の被
害を受けている事業者からの相談を受け付けるところ，係
る相談への対応は申告者の保護の観点から，調査や指
導の中心となる公正取引委員会（国）が率先して直接行う
必要がある。

○

○

○

‐

関
連
事
業

評価に関する説明

経済産業省中小企業庁

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ○
　説明会での満足度は，成果目標を上回っており，成果
目標に見合ったものであったといえる。

　事業の実施に当たっては，消費税の転嫁拒否等の行為
の未然防止という目的のため，真に必要な施策について
実施しているところである。

消費税転嫁対策窓口相談等事業

消費税転嫁対策普及事業

事業名所管府省・部局名 事業番号

○



外部有識者の所見

改善の
方向性

　引き続き，効率的かつ有効性のある広報となるよう，必要な見直しを行いながら，実施していくこととする。

現
状
通
り

　消費税の転嫁拒否等の行為の未然防止を図るため，事業者向けに広報活動を行っていくことは極めて重要な課題であるところ，効率性と
有効性を考慮しつつ，広報活動を行うことができた。

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

　消費税の円滑かつ適正な転嫁等に関する措置等は政府全体の政策課題であり，その中でも，消費税の転嫁拒否等の行為の未然防止を図る
ために，引き続き，事業者向けに広報活動を行っていくことは重要である。

　推進チームの所見のとおり，事業内容を維持するとともに，消費税の転嫁拒否等の行為の未然防止を図るために今まで以上にメディア等を
活用し，より積極的な広報活動を展開するための必要額を計上する。ただし，引き続き，事業の効率的な予算執行に努める。

　点検対象外

点検結果



※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

-平成22年度

平成25年度

-

新25-1

平成23年度 -

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

平成26年度 ⑥

平成24年度

公正取引委員会

７２百万円

パンフレットの作成，印刷等，

説明会，相談会等，新聞，インターネットバナー広告等の実施

【企画競争】

Ａ 民間事業者

㈱電通

５０百万円

新聞・インターネットバナー広告等

公正取引委員会職員

１百万円

説明会，相談会等に係る出張旅費

Ｃ 民間事業者

日本教育会館 他 ２２社

０．３百万円

説明会，相談会等の会場借上げ

【随意契約】

パンフレットの作成・印刷等

Ｂ 民間事業者

㈱miura‐ori lab 他１８社

２１百万円

【一般競争入札又は随意契約】



計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G. 

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 17 計 0

消費税転嫁対
策等業務庁費

調査票返送郵送料 2

消費税転嫁対
策等業務庁費

調査回答内容入力等作業 2

消費税転嫁対
策等業務庁費

調査協力依頼状の大量発送郵送料 2

2
消費税転嫁対
策等業務庁費

調査票の印刷等

消費税転嫁対
策等業務庁費

「消費税転嫁拒否に関する主な違反事例に
ついて」パンフレットデータ印刷製本等

3

計 50 計 0

消費税転嫁対
策等業務庁費

調査票に関する問い合わせ対応コールセン
ター業務

3

消費税転嫁対
策等業務庁費

調査票の大量発送郵送料 3

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

金　額
(百万円）

消費税転嫁対
策等業務庁費

平成２６年度における消費税転嫁対策のメ
ディア広報等

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A. E.

金　額
(百万円）

費　目 使　途費　目 使　途

50



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

9 兵庫県民会館 公取委主催説明会実施に伴う会場借料 0.1 随意契約 -

10 奈良商工会議所 公取委主催説明会実施に伴う会場借料 0.1 随意契約 -

7 長野県自治会館 公取委主催説明会実施に伴う会場借料 0.1 随意契約 -

8 茨城県市町村会館 公取委主催説明会実施に伴う会場借料 0.1 随意契約 -

5 千葉市ビジネス支援センター 公取委主催説明会実施に伴う会場借料 0.2 随意契約 -

6 ビッグパレットふくしま 公取委主催説明会実施に伴う会場借料 0.1 随意契約 -

3 京都テルサ 公取委主催説明会実施に伴う会場借料 0.3 随意契約 -

4 マリオス 公取委主催説明会実施に伴う会場借料 0.3 随意契約 -

1 日本教育会館 公取委主催説明会実施に伴う会場借料 1 随意契約 -

2 ㈱ＴＣフォーラム 公取委主催説明会実施に伴う会場借料 0.5 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 日本郵便㈱ 調査票返送郵送料 0.5 随意契約 -

8 寿堂紙製品工業㈱ 調査票等の封入作業等 1

9 （有）エクスインターナショナル ファイルメーカーの調達 1

6 ㈱アシスト 調査回答内容入力等作業 2

7 日本郵便㈱ 調査協力依頼状の大量発送郵送料 2 随意契約 -

4 日本郵便㈱ 調査票返送郵送料 2 随意契約 -

5 ㈱アイネット 調査票の印刷等 2

3 日本郵便㈱ 調査票の大量発送郵送料 3 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 ㈱miura-ori lab
「消費税転嫁拒否に関する主な違反事例について」パンフレットデータ印刷
製本等

3

2 ＮＴＴタウンページ㈱ 調査票に関する問い合わせ対応コールセンター業務 3

1 ㈱電通 平成２６年度における消費税転嫁対策のメディア広報等 50 6

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



（ ）

-

85.3

- - 80 80

　 0007

年度30

829.8

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

大規模書面調査に係る経費／書面調査票発送数

単位当たり
コスト - - 72 123

計算式 　　/ - -
501,324,405
/6,950,999

792,604,000
/6,431,332

平成２７年度行政事業レビューシート 公正取引委員会

執行額

0 0 1,222 792.6 829.8

- 501

執行率（％） - - 41%

平成２６年度
事業終了

（予定）年度
平成３０年度

活動実績

活動指標

％

翌年度へ繰越し -

計

費　目

1,222

主要政策・施策

439 643

計 792.6 829.8

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

書面調査発送数

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

消費税転嫁等対策委託費 792.6

- - 695

- - - -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

　消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費
税の転嫁を阻害する行為の是正等に関する特別措置
法第４条，第６条，第１４条，第１５条

関係する計画、
通知等

　消費税の円滑かつ適正な転嫁・価格表示に関する対策
の基本的な方針（平成２４年１０月２６日消費税の円滑かつ
適正な転嫁に関する対策推進本部）

実施方法

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

-

-

-

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 -

その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　消費税の転嫁拒否等の行為について，立場の弱い事業者が消費税の転嫁を拒否されることなどによって被害を受けたとしても，自らその被害を申し出る
ことが期待できない。そのため，中小企業庁と合同で書面調査を実施することによって，商品や役務（サービス）を供給している事業者が，取引先事業者
（買手事業者）から消費税の転嫁拒否等の法律上問題となる行為を受けていないかの情報を積極的に収集し，問題となる行為の是正につなげることを目
的とする。

前年度から繰越し - -

事業番号

消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保に係る大規模書面調査 担当部局庁 経済取引局取引部 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 取引企画課 垣内　晋治

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名 ④消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保

主要経費

27年度

-

-

書面調査の回答を端緒とし
た調査対象案件に対する
事件処理件数。

-

-

27年度活動見込

100％-

万件

成果実績

目標値

-

単位

-

24年度 25年度 26年度

26年度成果指標 単位

％

- -

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

大規模な書面調査を実施するため，下記内容の事業を実施する。
　　①往信用封筒，返信用封筒，調査票，回答用紙・法令の概要について所要の枚数を印刷し，対象事業者約6,430,000社に対して送付する。
　　②回答者からの質問については，コールセンターを設置し，コールセンターにて受け付ける。
　　③回収された回答用紙は，回答内容の入力を行い，違反の疑いのある事業者を抽出し，調査につなげる。
　　④回答により転嫁拒否等の違反行為が疑われるものについては，公正取引委員会・中小企業庁等において消費税転嫁対策特別措置法に基づく調査
を行う。

目標最終年度

- -

792.6 829.8

-

24年度 25年度

-

・売手事業者に対する書面調査
　　調査票の印刷・発送部数の縮減及び積算の見直しにより98百万円減。
・買手事業者に対する書面調査
　　買手事業者に対する書面調査の新規拡充分として135百万円増。

書面調査の実施により調
査対象とされた案件につい
て事業実施期間中にすべ
て処理する。なお，平成２６
年度においては調査対象
とされた案件のうち，８割以
上処理する。

達成度 ％

当初見込み

万件

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標



事業所管部局による点検・改善

書面調査実施に係る委託事業者の選定では，一般競争
入札を行うとともに，政府調達の方法を採用するなど広く
調達先を確保するなど，競争性を確保したものとしてい
る。

-

国
費
投
入
の
必
要
性

外部有識者の所見

改善の
方向性

　大規模書面調査を実施するに当たって，発送先の重複等による無駄が発生しないよう，消費税転嫁対策業務を執行する各省庁と情報共
有を図り，効率的な執行を図る。

競争入札の実施によって，より安価で実施したこと，書面
調査の回答率が予想より低かったことから，不用率が大
きくなっている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

現
状
通
り

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

消費税転嫁対策特別措置法に基づき，転嫁拒否等の行
為に対する事件調査・是正措置は，国（公正取引委員会，
主務大臣等）が行うこととされている。また，消費税の円滑
かつ適正な転嫁・価格表示に関する対策の基本的な方針
（平成24年10月26日消費税の円滑かつ適正な転嫁に関
する対策推進本部）において，書面調査の実施による違
反被疑情報の収集，転嫁拒否等の行為に対する調査等
を行い，転嫁を受け入れることなどの必要な指導を行うこ
とが強く求められている。

すべての事業において，効率的な事業の実施を図るた
め，一般競争入札を行うことで，コスト削減を図っている。
委託先事業者が再委託を行う際には，委託契約の締結の
前に再委託の必要性や資金の流れについて確認を行い，
また，支出額の確定検査を実施し合理的な支出となって
いるか，厳正に確認をしている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

　消費税転嫁対策特別措置法に基づく調査等業務については，厳正な執行に引き続き取り組む必要があり，執行に係る費用の支出につい
て，引き続き効率的な執行に努める必要がある。

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結

果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

　消費税の転嫁拒否等の行為について，事業者が取引上立場が弱い場合には自らその被害を申し出ることが期待できないことから，売手事業
者に対し，悉皆的に，法違反被疑行為に係る情報収集のための調査を行うことは重要かつ必要である。それゆえに，調査回答の回収率を上げ
るための一層の工夫が必要となる。

　推進チームの所見のとおり，事業内容を維持するが，売手事業者に対する調査においては宛先不明分を発送先から除外するなどして予算額
は縮減する。他方で，依然として法違反行為の存在が認められることから，来年度は，売手事業者に対する調査に加えて，買手事業者に対し
て，法違反被疑行為に係る情報収集のための調査を実施することとし，そのための必要額を計上する。ただし，引き続き，事業の効率的な予算
執行に努める。

　現状どおりとする。

点検結果

　消費税の円滑かつ適正な転嫁・価格表示に関する対策
の基本的な方針に基づき，書面調査を行うこととされてい
る公正取引委員会と中小企業庁は重複排除のため，書
面調査を合同で行い，書面調査の要する経費を折半し支
出している。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

-

調査対象とされた全ての事業者に対して配布しており，書
面調査に係る活動実績は見込みに見合ったものである。

事件処理件数のうち，勧告及び指導した事案では，転嫁
拒否等行為によって発生した被害額を回復させており，違
反行為に対する是正措置が採られている。

書面調査の発送に当たって，送付先の重複を排除し，先
に実施した書面調査の結果を踏まえ，宛先不明分を発送
先から除外するなど，効率的な執行を図っている。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

消費税転嫁対策特別措置法に基づき，転嫁拒否等の行
為に対する事件調査・是正措置は，国（公正取引委員会，
主務大臣等）が行うこととされている。

消費税転嫁対策特別措置法に基づき，転嫁拒否等の行
為に対する事件調査・是正措置は，国（公正取引委員会，
主務大臣等）が行うこととされている。

○

○

‐

‐

関
連
事
業

評価に関する説明

消費税転嫁状況の監視・検査体制強化
等事業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ○
成果目標（調査対象案件のうち，処理件数を８割以上とす
る）に対する成果実績の達成率は85.3％であり，成果目標
に見合ったものである。

事業者からの実績報告，当該報告に基づく確定検査を実
施し，事業目的に即して必要なものに限定されているか確
認している。

中小企業庁

事業名所管府省・部局名 事業番号

○



※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

-平成22年度

平成25年度

-

-

平成23年度 -

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

平成26年度 新26-1

平成24年度

Ｅ．ナカバヤシ株式会社 Ｆ．株式会社ＫＤＤＩエボルバ Ｇ．凸版印刷株式会社

１８２百万円 ６百万円 １０百万円

【一般競争入札】 【一般競争入札】 【一般競争入札】

民間事業者 民間事業者 民間事業者

Ａ．トッパン・フォームズ株式会社 Ｂ．株式会社ＫＤＤＩエボルバ C．凸版印刷株式会社

２６２百万円 １２百万円 ２６百万円

【支出委任】

法務省

３百万円

【委託先】

Ｄ．富士通株式会社

民間事業者

民間事業者 民間事業者 民間事業者

公正取引委員会

１，２２２百万円

【一般競争入札】 【一般競争入札】 【一般競争入札】

大規模書面調査の実施を実施するために必要

な事業（印刷製本・コールセンター・介入入力業

務・データ購入）を委託

書面調査票等の印刷・発送業務

（消費税転嫁等対策委託費）
コールセンター業務

（消費税転嫁等対策委託費）

回答票の回収・入力・集計業務

（消費税転嫁等対策委託費）

事業者データの抽出作業費

（消費税転嫁等対策委託費）

書面調査票等の印刷・発送業務

（消費税転嫁等対策委託費）

コールセンター業務

（消費税転嫁等対策委託費）

回答票の回収・入力・集計業務

（消費税転嫁等対策委託費）

個人事業者向け書面調査の実施に必要な事業

法人事業者向け書面調査の実施に必要な事業



計 3 計 0

消費税転嫁等
対策委託費

書面調査発送先事業者のデータ抽出作業 3

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 26 計 10

C. G. 

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

消費税転嫁等
対策委託費

法人事業者向け書面調査実施に係る回答
票の回収・入力集計業務

26
消費税転嫁等
対策委託費

個人事業者向け書面調査の実施に係る回
答票の回収・入力業務

10

計 12 計 6

消費税転嫁等
対策委託費

法人事業者向け書面調査実施に係るコー
ルセンター業務

12
消費税転嫁等
対策委託費

個人事業者向け書面調査実施に係るコー
ルセンター業務

6

計 262 計 182

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

金　額
(百万円）

個人事業者向け書面調査の印刷・発送業務 182
消費税転嫁等
対策委託費

法人事業者向け書面調査票等の印刷・発送
業務

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A. E.

金　額
(百万円）

費　目 使　途費　目 使　途

262
消費税転嫁等
対策委託費



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

D

E

F

G

1 凸版印刷株式会社
個人事業者向け書面調査の実施により回収される回答票の回収・入力集
計を行う業務

10 7 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 株式会社ＫＤＤＩエボルバ
個人事業者向け書面調査の発送先である回答者からの問い合わせ等の
応対を行うコールセンター業務

6 4 -

1 ナカバヤシ株式会社
個人事業者向け書面調査の実施に必要な調査票，回答票等の印刷・封
入・発送業務

182 6 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 富士通株式会社 法人事業者向け書面調査の発送先となる事業者のデータ抽出費用 3 - -

1 凸版印刷株式会社
法人事業者向け書面調査の実施により回収される回答票の回収・入力集
計を行う業務

26 4 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 株式会社ＫＤＤＩエボルバ
法人事業者向け書面調査の発送先である回答者からの問い合わせ等の
応対を行うコールセンター業務

12 6 -

1 トッパン・フォームズ株式会社
法人事業者向け書面調査の実施に必要な調査票，回答票等の印刷・封
入・発送業務

262 8 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率
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